
＜新たに取り組む政策等＞

・「競争から協調への転換」等による

地域の輸送サービスの維持確保

・公共交通指向型の都市開発（TOD）

・大都市鉄道等の混雑緩和策の検討

（ダイナミックプライシング等）

・MaaSや更なるバリアフリー化推進

・多様なモビリティの普及

（電動車いす、電動キックボード等） 等

＜新たに取り組む政策等＞

・事業者への「運輸防災マネジメント」導入

・災害時の統括的な交通マネジメント

・交通インフラのメンテナンスの徹底

・公共交通機関の衛生対策等への支援

・「安全運転サポカー」の性能向上・普及

・働き方改革の推進による人材の確保・育成

・カーボンニュートラルの実現に向けた取組

（港湾･海事分野、物流･人流分野等） 等

＜新たに取り組む政策等＞

・公共交通のデジタル化、データオープン化

運輸行政手続のオンライン化

・自動運転車の早期実用化、自動運航船、

ドローン等の実証・制度検討

・物流DX実現、労働環境改善等の構造改革、

強靭で持続可能な物流ネットワーク構築

・陸海空の基幹的な高速交通網の形成・維持

・インフラシステムの海外展開 等

C.災害や疫病、事故など異常時にこそ、

安全・安心が徹底的に確保された、

持続可能でグリーンな交通の実現

B.我が国の経済成長を支える、高機能で

生産性の高い交通ネットワーク・

サービスへの強化

第２次交通政策基本計画の概要（案）

〇地域におけるモビリティ危機
（需要縮小による経営悪化、人手不足等）

〇モビリティ革命、デジタル化等の停滞 〇交通に係る安全・安心の課題
（自然災害、老朽化、重大事故等）

交通が直面する危機交通が直面する危機

新型コロナウイルス感染症の影響
（旅客の輸送需要の大幅減少、テレワーク等の普及、デジタル化の進展、電子商取引市場（EC）の進展、防疫意識の浸透 等）

持続可能で強靱、高度なサービスを提供する「次世代型の交通システム」へ転換

今後の交通政策の基本的方針今後の交通政策の基本的方針

危機を乗り越えるため、多様な主体の連携・協働の下、あらゆる施策を総動員して取り組み

A.誰もが、自ら運転しなくても、

より快適で容易に移動できる、

生活に不可欠な交通の維持・確保

我が国の課題我が国の課題

〇人口減少・超高齢社会への対応 〇デジタル化・DXの推進 〇防災・減災、国土強靱化 〇脱炭素社会の実現 〇新型コロナウイルス感染症対策

〇慢性的な混雑などサービスの低迷 〇運輸部門での地球温暖化対策の遅れ
〇物流における深刻な労働力不足等
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目標① 地域が自らデザインする、持続可能
で、多様かつ質の高いモビリティ
の実現

・地域公共交通の維持確保の取組
・新型コロナの影響を踏まえた支援
・MaaSの全国での実装
・多様なニーズに応えるタクシー運賃等

目標② コンパクト・プラス・ネットワーク
の推進とまちづくりとの連携強化

・まちづくりと公共交通の連携強化
・交通のベストミックス実現
・スマートシティの創出 等

目標③ 交通インフラ等のバリアフリー化、
ユニバーサルデザイン化の推進

・バリアフリー整備目標の実現
（旅客施設、ホームドア、車両等）
・「心のバリアフリー」の強化
・新幹線の車椅子用フリースペース 等

目標④ 観光やビジネスの交流拡大に向けた
環境整備

・インバウンドの受入環境整備
・地域での快適な移動環境整備
・移動そのものの観光資源化等

目標① 人・モノの流動の拡大に必要な交通
インフラ・サービスの拡充・強化

・整備新幹線、リニアの整備促進
・基幹的な道路網整備、四車線化
・国際コンテナ戦略港湾政策の推進
・三大都市圏等の空港の機能強化、
コロナ禍での航空ネットワークの維持等

目標② 交通分野のデジタル化等による
交通産業力の強化

・行政手続のオンライン化
・交通関連情報のデータ化・標準化
・港湾関連データ連携基盤の構築
・自動運転の実現に向けた開発等
・無人航空機による荷物配送実現
・海事産業の国際競争力強化
・インフラシステムの海外展開 等

目標③ サプライチェーン全体の徹底した
最適化等による物流機能の確保

・物流分野のデジタル化や自動化・機械
化の導入、各種要素の標準化
・取引環境改善、共同輸配送・倉庫シェ
アリングの推進、再配達削減
・物流ネットワークの構築
・内航海運の生産性向上、船員の働き方
改革 等

目標① 災害リスクの高まりや、インフラ
老朽化に対応した交通基盤の構築

・インフラの耐震化、津波・高潮対策等
・台風襲来時の船舶の走錨事故防止
・TEC-FORCEの機能拡充・強化
・BCP策定・防災訓練の実施
（道の駅、空港、港湾）
・インフラ・車両・設備の老朽化対策等

目標② 輸送の安全・安心の確保と、交通
関連事業を支える担い手の維持・
確保

・新型コロナの衛生対策等の支援
・安全な自動車の開発・実用化・普及
・運輸安全マネジメントの充実
・交通事業の働き方改革推進による
人材の確保・育成 等

目標③ 運輸部門における地球温暖化対策
等の加速化

・次世代自動車の普及促進
・公共交通の利用促進（MaaS普及等）
・グリーン物流の実現
・エコエアポートなど航空の低炭素化
・カーボンニュートラルポートの形成
・ゼロエミッション船の商業運航等

C.災害や疫病、事故など異常時にこそ、
安全・安心が徹底的に確保された、

持続可能でグリーンな交通の実現

B.我が国の経済成長を支える、高機能
で生産性の高い交通ネットワーク・
サービスへの強化

A.誰もが、自ら運転しなくても、
より快適で容易に移動できる、
生活に不可欠な交通の維持・確保

第２次交通政策基本計画の目標、施策（案）

各施策には、数値目標（KPI）を設定予定


